遺骨奉還のための取組経緯と提案について　　　　　2008/04/07 小林久公

2008年1月に行われた祐天寺の遺骨返還は、様々な問題点を抱えているとは言え、遺族を招いて日本政府高官がお詫びの言葉を述べたこと、国への遺骨返還ではなく、遺族に奉還されたことなど、日本政府が行った遺骨奉還として一歩前進であると肯定的に評価できます。
また、同年2月末には、北海道から「強制連行強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム」をはじめ、室蘭、赤平の市民の手による強制動員労働者の遺骨四体が奉還されました。遺骨を預かっていた日本の寺院と韓国の寺院が連携し、日本政府として外務副大臣が追悼の辞を寄せ、北海道知事、関係市町村の赤平市と室蘭市の市長がメッセージを出し、関係企業の新日鉄が供花、弔電、香典を出し、北海道炭鉱汽船は「自分たちは関係者ではない」との社長名の回答を寄こすなど、民間の遺骨返還とは言え、日本社会の公的な要素を取り入れた遺骨返還として評価されます。
　しかし、いずれにしても遺骨の返還は緒についたばかりであり今後の粘り強い取組が必要です。遺骨問題のうち遺骨奉還に関わる取組の経緯をまとめ、今後の遺骨奉還のための取組課題を整理します。

1 遺骨奉還
のあり方についての提言の取組
(1)遺骨の奉還方法に関して日本政府に対する最初の取組(2006年6月)
真相ネツトが日本政府に対し、最初に遺骨奉還のあり方を提起したのは、2006年6月の岡崎トミ子参議院議員の「朝鮮半島における戦時労働動員死亡者の遺骨問題に関する質問主意書」においてでした。そこでは、日本政府に次の要請をしています。
1 遺骨が見つからなくとも、政府は、死亡者の状況を把握し、遺族にお伝えすること
2 原則として遺族にお返しすること
3 政府と関係企業は謝罪の意を表すべきこと

4 遺骨の返還にあたっては、遺族に対し葬祭費、慰謝料などの金銭を支払うべきこと

5 再びこのような過ちを繰り返すことのないよう、日本国民に周知徹底をはかること
　　

　　　これに対する政府の答弁は「　国内に存在する朝鮮半島出身者の遺骨について、遺族がその送還を希望するものについては、可能な限り遺族に対し送還することが望ましいものと考えており、遺骨の送還方法等については、韓国政府との協議を踏まえ、人道的観点から可能な限り対応していく考えであるが、現時点では、遺骨の送還に関連する状況以外の「死亡者の状況」まで把握することは考えていない。また、「関係企業」の謝罪については、政府としてお答えする立場にない。」というものでした。

　　　しかし、私たちのその後の取組にとって、岡崎議員のこの五項目の要請は、遺骨奉還の基本的事項として貴重なものでした。

　

(2) 　2007年7月には、岡崎トミ子参議院議員が「朝鮮・韓国人軍人・軍属の遺骨問題に関する質問主意書」で政府に祐天寺の遺骨返還について次の点を質した。

　　①　祐天寺の遺骨返還に当たって、日本国内において慰霊祭を日本政府の責任において行うこと

　　②　政府は、慰霊祭に遺族を招へいし、謝罪と哀悼の意を表明すべきであること

　　③　慰霊祭には内閣総理大臣を始め関係大臣とともに、なるべく多くの市民と在日韓国・朝鮮人が参列できるようにしなければならないこと

4 遺骨返還と慰霊祭は、死亡者一人一人を追悼できる慰霊祭でなければならない。そのためには、返還される遺骨について、出身地、生年月日、動員年月、死亡年月日、死亡した場所、所属部隊名、陸海軍いずれの兵士か軍属かなど死亡者の情報等が遺族に説明され、日本国民にも明らかにされなければならないこと

これに対する政府答弁は、「　祐天寺に保管されている遺骨の返還については、現在韓国政府と協議中であり、お尋ねのような慰霊祭の実施方法等についても、今後の協議において決定してまいりたい。」とすべて韓国政府との協議でというものでした。

この質問は、遺族を招へいしての日本国内での慰霊祭の開催、関係大臣や市民の参列、死亡情報の説明と公開が要望、結果的に政府は、遺族を招へいしての日本国内での慰霊祭の開催と関係大臣の出席、謝罪を行い、死亡情報の遺族への提供はなされましたが、市民の参列と死亡情報の公開は行われませんでした。とりわけ、「再びこのような過ちを繰り返すことのないよう、日本国民に周知徹底をはかること」即ち、再発防止の要請が抜け落ちていました。
2. 祐天寺の遺骨返還をめぐって

(1) 祐天寺の遺骨とは
　　　日本が動員した24万人
を越える朝鮮人旧軍人・軍属のうち約２万２千人が死亡した。そのうち祐天寺には、1,135体の朝鮮半島出身者の軍人・軍属の遺骨が預けられていました
。そのうち軍人は377体、軍属は698体、軍人又は軍属の別が不明の遺骨は10体であり、更に14歳以下の子供が50体があると思われます
。また、それは本籍地が現在の大韓民国にある者704体、本籍地が現在の北朝鮮内にある者431体です。そこには浮島丸死亡者の遺骨２８０体も含まれています
。その内の遺族が確認され、遺骨の受取を希望した遺族約韓国籍の軍人軍属の遺骨101体奉還が1月23日に韓国で行われ、現在1,034体があります。
　　　
　　　

(2) 祐天寺の遺骨返還と日本政府の対応
　　

韓国での奉還にあたり、前日の1月22日に、日本政府は遺族を招待し、東京目黒の祐天寺において追悼式を行いました。来日した遺族は50名でした。

　　　その追悼式では、木村仁外務副大臣が「追悼の辞」で、1998年の日韓共同宣言を引用し「韓国国民に対し植民地支配により多大な損害と苦痛を与えたという歴史的事実を謙虚に受けとめ、これに対し、痛切な反省と心からのお詫び」の気持ちを述べました。

　　　遺骨の奉還にあたり、遺族をお招きして、政府がお詫びの言葉を述べたことは、大変良いことでした。これは、素晴らしく意義あるものと評価します。

　　　しかしながら、この有意義な事業を台無しにするような事態もありました。それは、この有意義な遺骨奉還の追悼式を日本国民に閉ざしたかたちで行うなど以下のような欠陥がありました。

　　　①　追悼式に一般市民の参列を拒否したこと。国会議員の参列まで拒否したこと。

②　マスコミの取材を規制したこと。

3 遺族と市民との交流の場を提供しなかったこと。

4 どのようにして死亡した朝鮮人の遺骨なのか、そのことを繰り返してはいけない意志が国民に知らされなかった。

　このような欠陥を改善し、より好ましい遺骨奉還にむけて私たちの取組が引続き必要と考えます。

　(3) 祐天寺の遺骨返還が公表されてからの取組

　　　私たちの取組経緯と内容を以下に具体的に述べます。
1 2007年11月26日　外務省、厚生労働省の担当者との折衝で以下のことが明らかになりました。
　　　この折衝で政府は、以下の4点を実施することを明らかにし、担当者は「皆様方の主旨を踏まえ検討してやってまいりたい。」と述べました。

· 1月に予定されている祐天寺の遺骨返還は、浮島丸関係者を除く軍人軍属の遺骨101体であること。

· 遺族が分かっている三百数十人の遺骨について、その後も順次返還すること。

· 返還にあたっては、日本国内で追悼式(名称は不明)を行うこと。

· 謝罪のことばを述べること。遺族の招聘費は日本政府が負担すること。また、先例にならい弔慰金を支払うこと。

2 　近藤昭一議員の二回に渡る衆議院外務委員会質疑(2007年12月7日、2008年3月26日
第一回、2007年12月7日

近藤昭一議員が、祐天寺の遺骨返還、強制動員被害者の遺骨返還、情報の日韓共有について質問し、高村外務大臣は、次のように答弁しました。

	· 御遺骨を返還する際には、御遺族を日本に招待することを検討しており、現在、その方向で韓国政府と調整を進めているところでございます。

· いろいろ経費等についても御質問がありましたが、過去に御遺骨を返還した際には、御遺族に対して弔意を表するとの趣旨で弔慰金をお渡ししているということでございます。

· 政府といたしましては、当時多数の方々が不幸な状況に陥ったことは否定できないと考えておりまして、戦争という異常な状況下とはいえ、多くの方々に耐えがたい苦しみと悲しみを与えたことは極めて遺憾であったと考えております。
　　
なお、政府としては、過去の歴史に関し、これまでもさまざまな形で繰り返し反省とおわびの気持ちを表明してきております。御遺族の方々への具体的な対応につき検討するに当たっては、今申し上げたような気持ちを踏まえていきたいと思っております。
　　　最終的にまだ決まっておりませんが、そういう気持ちを踏まえて対応していきたいと思っております。

· 委員の御指摘も踏まえて検討していきたいと思いますが、華人労務者就労事情調査報告書は終戦直後の昭和二十一年に取りまとめたものであり、これから六十年以上たって行っている朝鮮半島出身者の場合、非常に困難を伴うことは御理解をいただきたい。なぜ今までやらなかったのかということはもちろんありますけれども、今からやることについては、相当困難もあると思いますが、委員の御指摘も踏まえて、どういうふうにするのか検討していきたいと思います。
· 　いろいろ資料をお挙げになりましたが、日本側に保管されている厚生年金名簿や供託書等の情報の提供が既に要請されておりますから、こういうものについては日本政府として可能な限り協力していく考えであります。さらに韓国政府から具体的資料の提供につき要請がある場合には、外務省として、関係省庁と相談し、いかなる対応が可能か検討していきたいと思っております。




　　二回目　2008年3月26日
祐天寺の1月の遺骨奉還が終わり、様々な問題点が明らかになったことを踏まえ、前回の高村外務大臣の答弁を踏まえ、より一層の改善と取組の前進を求めるものでした。近藤議員の質問に対する答弁は、本当に遅々とした歩みですが、次の二点で若干前進したものでした。
一つは、追悼式の市民参列について、前回は「検討」すると答弁していましたが、今回は「韓国側と調整」すると答弁しました。

二つ目は、名簿などの資料提供ですが、前回は「   韓国政府から具体的資料の提供につき要請がある場合には、外務省として、関係省庁と相談し、いかなる対応が可能か検討していきたいと思っております。」と「検討」となつておりましたが、

今回は「韓国側から調査にあたっての追加資料の要請があれば関係省庁と協議して対応していく」と「対応」に変わりました。

この外に、追悼式典に総理大臣や外務大臣の出席、又は、追悼の辞の代読を新たに要望しましたが、それについては「検討」との答弁でした。

3 2008年1月8日　政府折衝と祐天寺での追悼式典に参列するひとの要望書を提出
　「要望書」にたいして、和田氏は５０－１００人の韓国からの遺族とその付き添いの招請をしているので、こちら側は政府関係者だけで考えているとのこと、議員、宗教団体、市民団体、マスコミの参加は一切考えていないとの答えでした。

慰霊祭なので「厳粛」に行いたいから不特定多数の参加は考えていないとの姿勢は崩しませんでした。

4 2008年 1月10日　強制動員真相究明ネツトワークから韓国委員会へ伝達依頼

「祐天寺慰霊祭への民間人参加容認を要請する文書の伝達依頼」

「日本政府は、来る22日に開催される祐天寺の慰霊祭に民間人が参加することを拒否しています。強制動員犠牲者の遺骨奉還は、国民に開かれたものになるべきだと考えます。

つきましては、22日の慰霊祭への民間人の参加を認めるよう、貴委員会が日本政府に文書を出していただくことを要請いたします。」(韓国の委員会は、口頭で日本政府に要請した由)

  ⑤　2008年1月16日　マスコミ取材も拒否の通知

厚生労働省記者クラブ(筆頭当番NHK)が、厚生労働省に取材申込みをしたところ、最初は、会場内の取材はダメ、お寺への入退場の場面はOK、そこでの遺族インタビューはOKとのことでしたが、外務省から「遺族がダメだと言っている」ことを理由に全てダメとの通知が来た。

記者会見は、日本政府無し、遺族無し、韓国委員会の事務局長が一人記者会見をするとのこと。

⑥　１７日午前９時３０分頃、　外務省の秋山課長補佐から内海共同代表に電話があり、「　要望書を提出していただきましたが、こちらでの検討で、やはりご要望には添えない」とのこと。

7 2008年1月18日の対厚労省折衝で社会援護局企画課などの発言は次のようなものでした。
	(政府側の説明)

・　式へは政府関係者と遺族のみの参加とした。マスコミには式の事前・事後にのみ取材を認めることになった。
・　12月21日の日韓協議の場で、国会での論議があったことを踏まえ提起した。通訳を交えての会話であり、きちんと通じたかのかどうかはわからないが、韓国側からは反応がなかった。

今回のように、ご遺族を日本にお招きしての式典は初めての経験。むこう（韓国側）がナーバスになっているという印象を受けた。平穏無事に式をおこないたい。

マスコミの取材に対しても、式典の最中、カメラに撮られるのを嫌がる遺族がいる、ということではないか。韓国では、遺族は、テレビの前では泣かなければならない、というところもある。そうしたことなどを配慮しての韓国側の意向なのではないか。

　　こちらとしては問題提起をすることはした。それに対し、「ウンともスンとも」反応がなかたので、こうすることにした。いずれにしても、これが日韓間での合意となった。




	（マスコミ取材への対応は韓国側だけで、日本側は行わないと聞いているが、なぜか。）

・　韓国側も記者会見のようなものはおこなわない。日本側は求められればいつでも応じているので、特別に設定はしていない。
（確認されている遺族は前回300数名、ときいているが、どうなのか。また、今回の101名はどのように選ばれたのか。）

・　今回の101名は、今回、遺骨の返還に合意した人数で、韓国側からの連絡によるもの。こちらから既に渡している資料に基づき、韓国側が調査した人数。こちらが選んだわけではない。

（すべてご遺骨があると確認されているのか。）

・　遺骨ばかりとはかぎらない。遺爪等のこともある。

（101名に関し、出身地や戦没地、戦没状況などは公表されるのか。）

・　死亡者・戦没地等の情報はすでにすべて韓国側に連絡している。

（軍人・軍属に関しては、供託金関係の資料も、一般徴用者とは異なり、きちんと残っていると思うが、それらの扱いはどうなっているのか）

・　供託金関係の資料はCD-ROMに入れて、前日の20日に韓国側に全て渡した。軍歴なども渡している。供託金のCD-ROMは韓国側が新しく制定された法規に則って補償金の支給を行う際、利用されるのだと思う。日本側としては、補償を行う際にのみ用いるという条件において、資料を手渡した。

（式典ではお詫びのことばが表明される、と聞いているが、誰が述べるのか。）

・　追悼辞は外務省・厚労省の副大臣の予定。二人が述べる。韓国側も三人述べることになっている。真相糾明委員会委員長と大使と、遺族代表。

（さきほどの話によると、式典にマスコミ取材は入らないという。その追悼の辞の内容はどのように周知されるのか。）

・　（三人が顔をみあわせながら）追悼辞の内容については、どこで公表するというようなことは決まっていない。

（何よりも、韓国から遺族が来られるということ、追悼式典が行われる、ということを日本国民の多くが共有しなければならないはず。その内容は必ず伝えられなければならない。そもそも、来週遺族が来られるという自体は、どのように周知するのか。昨年末、１月に遺骨返還を行うことを簡単にマスコミが伝えてはいるが、どうなっているのか。昨日の段階では外務省・厚労省ともにホームページにも何も書かれていないが。）

・　遺族の来日は本日、すでに記者クラブに伝えた。また本日ホームページを通じて、報じられるはず。外務省も本日伝えることになっていたと思う。

（弔慰金に関してはどのようになっているのか。）

・　弔慰金に関しては外務省の管轄なので厚労省はわからない。


　　
	（今回の遺骨の返還では改葬の手続きは行っているのか。つまり、遺骨の国外への返還に際しては何か特別な手続きは必要なのか。）

・　戦没者の遺骨の場合、通常、大使館を通じて、国外に移送している（ので手続きはとっていない）。つまり、それは日本国内で韓国大使にお渡しし、その場で内容確認のうえ封をする。それ以後は、それを日本側が開封することはない〔出国に際しても外交特権からノーチェックで通過するという趣旨〕。日本人の遺骨を海外から日本国内に移送する際も同様の（逆の）手続きをとっている。

（いずれにしても、市民・マスコミを入れずに式典を行うのはおかしい。韓国側から伝え聞いていることと矛盾している。どちらかがうそをついているとしか言えない。

私たちの伝え聞いているところとは異なるが、今回は韓国側の意向で、日本の市民の参加は認められない、ということなのか。式典への日本の市民の出席については、韓国側に要請すべきなのか。）

・　そうではない。日本の式典については日本側。（ただ、いずれにしても）これは既に日韓間で合意されたことだ。


　　⑧　記者会見
　　　　1月21日、午後3時から、祐天寺の追悼式の問題点を報道してもらうために参議院議員会館内において、真相究明ネツトとして緊急の記者会見を行いました。
(4) 韓国側委員会の対応
日本で開催された祐天寺の追悼式典は、厚生労働省が主催したものです。韓国側との共催ではありません。従って、日本側の責任において開催されたものであり、韓国側は要請し協力する立場でした。しかし、閉ざされた追悼式典となることについて、マスコミやこれまで遺骨奉還に取組んできた市民団体から、異議と改善要請が日本政府に寄せられ、日本政府の担当者は「韓国政府と協議した結果、遺族の心情を踏まえ、静謐(せいひつ)な環境で追悼式を実施するため」(1月18日発表、追悼式実施要領)と述べ、「韓国側の要請でそうした」と回答しました。

　　　マスコミから確認を求められた韓国政府は、繰り返し日本政府に対し「韓国側が『要請』したこともないし、日本政府の慎重な対応を求める」と抗議し
、1月21日にも駐韓日本大使館の中村参事官を呼び、「自分たちはそのようなことを言っていない」と再び抗議し、市民の参加を再度日本政府に要請したとのことです。
　　　　また、遺族代表の記者会見は日本政府が用意したものではなく、真相究明委員会が機転をきからゲリラ的に組んだものでした。

遺族とのインタビューも、午前中の千鳥が淵墓苑訪問時などで可能であり、私たちはそこで遺族の一行と会うことが出来ましたが、日本政府は、遺族の行動日程を発表していませんでした。韓国の委員会が公表していたものです。

また、韓国の委員会は、日本の市民団体代表や近藤議員、今野東議員、民団中央本部の代表などを夕食会に招待し、遺族の方々に一人一人を紹介し、遺族代表も「日本の市民の皆様の努力に感謝したい、皆様のお陰で私たちはこの度遺骨を受取ることが出来ました」との心温かい言葉も頂きました。その意味では、韓国側委員会の配慮で私たちは少しばかり遺族との交流をすることができたのです。しかし、これら全ては、日本政府が考え、用意したことではありませんでした。
　　　　また、23日の韓国「望郷の丘」での奉還式典には、日本の市民団体として真相究明ネツトの共同代表と事務局長が招待され出席し挨拶しました。
(5) 追悼式典前夜と当日のうごき
1月21日夕刻に韓国の委員会が日本政府に抗議したとの情報が届きました。即座に、民主党の今野東参議員秘書が、外務省北東アジア課に問合せしたところ、駐韓日本大使館から何も言ってきていないとの返事でした。

　　　1月21日夜に、厚生労働省社会援護局は、取材について訂正を出し、取材を会場内で黙祷の場面まで許すと発表しました。

翌22日朝に市民団体が厚生労働省社会援護局に、「追悼式に、参列できるようになったか」と問合せたところ、「そのような韓国側からの話しは外務省から聞いていない」とのことでした。

また、その時点では、副大臣が出す「追悼の辞」を公表するかどうかについて、「まだ決まっていない」とのことでした。

　結果的に、私たちはマスコミ取材などの一員として、記録を撮りたいと取材登録をしてマスコミと同じ扱いをうけました。「追悼の辞」は、12時に取材記者に配布されました。
　しかし、祐天寺の境内に集まっていた市民は、会場内に立ち入ることも出来ませんでした。ただ、帰って行く遺族の方々を手を振って見送ることが出来ただけでした。その時に、バスの中から手を振って応えてくれる遺族との幾ばくかの交流が心温まるものでした。

2 2004年の日韓首脳会談で合意した「旧民間徴用者」の遺骨奉還について

(1)　取組の現状

政府は、奉還に結びつく遺骨の実態調査を先行させ、早期の遺骨奉還の実現に努力すると言っているが、三年間かかっても未だ一体の奉還もできていない。

政府は、仏教会に「旧民間徴用者の遺骨調査」を依頼し、仏教会では熱心に調査を行っているが、いまだにその結果については明確にしていない。韓国側も日本政府の調査結果を待っているそうだ。実態調査の一部地域あるいは遺骨に対しては、政府が単独実地調査または韓国側との共同調査を行っていると聞いておりますが、これは厚生労働省人道調査室のたった３人の職員が取り組んでいるので、今のスピードでしたらこれから何十年もかかるでしょう。

また、これまでの日本政府の調査は、大半がお寺や納骨施設が預かっている遺骨で、日本全国の炭鉱や鉱山の坑道などにいまだに埋められている遺骨、滑走路や工事現場、工場付近で事故や大空襲、爆撃でなくなられて野原に埋葬されている遺骨の調査や収拾に関しては触れていないと聞いております。

日本政府は個人情報が保護される範囲で、あの実態調査の結果と、その内容を明らかにし、韓国側または民間専門家や機関などの協力を得て、もっと徹底的調査が行われるよう体制を整えることも必要です。

また、実態調査及び実地調査による結果に基づき、政府がどのように遺骨を奉還するのか、追悼式はどうするのか、政府の謝罪の意思はどのように表明されるのか、必要経費はどうするのか、遺族との対話はどうなるのかなどについての政府方針は未だ明確ではありません。

 さらに、関係企業が遺族に対してどのような対応をするのか、政府は関係企業にどのように働きかけているのかも見えていない。今の実態調査では、政府が該当企業に対し「依頼文」１枚を送り、当該企業から「関連資料がない」との回答が出されると、そこで終わりにしています。犠牲者の遺骨奉還とアジアの和解のためにも、政府は関連企業側の誠意ある態度を促すべきであり、それを導くための積極的対策を講ずることが日本政府には求められます。

遺族も高齢化している状況で、一刻も早く遺骨が奉還されることが望まれています。
そのためには、これまで強制動員犠牲者の遺骨奉還や調査に取組んできた民間人や仏協会、そして関係企業が一丸となって取組まなければなりません。

　

(2) 遺族の気持ちの尊重

　

　　北海道の遺骨奉還に寄せられた外務副大臣の「追悼の辞」で1998年の日韓共同宣言を引用して謝罪の言葉としていることについて、遺族の一人が「10年前に謝ってから、今日まで政府は何をしてきたのだ。もっと早くに遺骨が帰されなかったのか」と言ったそうです。

　　また、祐天寺で遺族の代表は、心境は大変複雑だ、遺骨を受取ることが出来る安堵感と何故にこんなにも遅くなってしまったのか、自分のふがいなさに怒りを感ずる」と恨を述べました。

　このような遺族の心を大切にし、私たちは遺族と向き合っていくことが必要です。
　　北海道フォーラムの堀口事務局長は次のような指摘をしています。「遺骨問題の解決とは、遺族の意思を実現することであり、犠牲者の人間としての尊厳を回復する作業であり、日本が日本の名誉にかけて果たすべきことであると思います。そこで、「遺族の意思とは何か」が押さえられていなければ、この問題の本質的解決にならないことは当然です。それは、個々の遺族の状況による表面的な違いではなく基本的本質的普遍的なものをいいます。それは同時に、客観的にも正義と庶民の良識に適うものでなければなりません。即ち、①責任の所在と原因を含む真相究明、②責任者による謝罪と補償、③再発防止策の実行により犠牲者の死を無駄にしない、この三つのことは三点セットであり、反省し謝罪するということはこの三点セットを一つも欠けることなく誠意をもって実行することであると思っています。」

　ちなみに私は「三点セツト」いう言葉は、それ自体が教条的で好きではありませんが、この堀口氏の指摘は正しいものです。
4. 北海道での遺骨返還について
　北海道での市民の取組として、２月２７日、２８日の両日、韓国ソウル奉恩寺並びに京畿道天安市郊外の「望郷の丘」で、４人の犠牲者の遺骨を遺族にお返しし納骨が行われました。

　１９４５年７月１５日、室蘭市の日鉄輪西製鉄所において、米軍戦艦の艦砲射撃によって犠牲になり、室蘭市輪西光昭寺に安置されてきた御遺骨

・鄭英得（チョン・ヨンドク）さん　1929年生まれ　死亡時16歳

・李廷基（イ・ジョンギ）さん　　　1929年生まれ　死亡時15歳

・具然錫（ク・ヨンソック）さん　　1928年生まれ　死亡時17歳

赤平市北炭赤間鉱に強制連行され、1946年11月20日死亡し、赤平市美園町宝性寺に安置されてきた御遺骨

　　・趙龍文（チョウ・ヨンムン）さん　　1907年生まれ　死亡時39歳です。

　「強制連行・強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム」とともに「強制連行犠牲者の遺骨返還を実現する室蘭市民の会」「趙龍文さんの遺骨を返還する赤平市民の会」が返還に参加しました。

　遺骨返還と追悼法要、香典などのへの支援を全国の方々にお願いしましたが、４００人を越える方々から、３００万円を超える支援が届きました。

　２月１６日には赤平市宝性寺において追悼法要、１７日には室蘭市光昭寺で追悼法要があり、２４日には、韓国からご遺族の代表をお迎えし、札幌市本願寺札幌別院本堂で北海道規模の追悼法要が行われました。

　これらの法要と集会には、在札幌大韓民国総領事姜益淳氏が出席し挨拶がありました。また、北海道知事高橋はるみ氏からのメッセージ、日本政府外務副大臣木村仁氏からの追悼の辞が代読されました、赤平市長高尾弘明氏、室蘭市長新宮正志氏、西本願寺総長不二川公勝氏からは追悼文が寄せられました。新日本製鐵株式会社室蘭製作所長升光法行氏からは、花輪と弔電、御遺族へのご香典が届けられました。連合北海道、在日本大韓民国民団北海道地方本部、在日本朝鮮人総連合会北海道本部の代表も参列しました。

　遺骨捧持団は、道内から３０人が参加し、２月２６日、千歳空港を出発し、韓国へ向かいました。仁川空港には、御遺族、奉恩寺の僧侶の出迎えを受け、パトカーの先導を受けて奉恩寺へ向かいました。２７日午前９時３０分から国際シンポジウムがあり、午後は奉恩寺による薦度齋が営まれました。２８日は望郷の丘において、奉恩寺僧侶の日本人僧侶の読経がおこなわれる中、２遺骨は納骨堂収納、２遺骨は埋葬となりました。
5. 今後の取組課題

遺骨は人格であり、その人の生涯を表すものです。そしてその遺骨の置かれている状況は様々です。また、その遺骨を受取る遺族の状況も様々です。従って、その遺骨と遺族の状況に対応した様々な遺骨の奉還があり得ます。何か一つの奉還のあり方を、正しい遺骨奉還のあり方として定式化することは出来ません。

　しかし、遺骨に関わる責任の所在は明らかです。日本政府と関係企業の責任は何時の場合でも果たされなければなりません。
祐天寺の遺骨奉還は、次々と行われる予定ですが、実際にはその後の日韓遺骨協議も開かれておらず予定は不透明な状況にあります。
　また、強制動員労働者の遺骨奉還もその見通しはまったく見えていません。このような状況を打開するために、強制動員真相究明ネットワークとして三本の要望書を政府に提出し、国会議員の力もお借りして取組をすすめる必要があると考えます。三本の要望書の一つは、別に提案する「強制動員朝鮮人の名簿調査」に関わるものですので、その件については別に記載します。遺骨問題に関する二つの要望書は次のようなものを考えています。

(1) 「祐天寺の遺骨奉還に関する要望書」の内容案

1.　遺族を招待して追悼式典を開催すること

2.
式典には、内閣総理大臣が出席し「お詫びの言葉」を述べるか、又は、それに代わるものが　出席し代読すること

3.　お詫びの言葉は「1998年の日韓共同宣言」の引用にとどまらず、戦後63年間、共同宣言からも10年の長期に渡って返還をしなかったお詫びの言葉を含めること。そして、「むなしさ」「悔しさ」「怒り」「安堵」など複雑な心境にある遺族の気持ちを慰める内容のものにすること　　

4.　式典は、開かれたものにし、希望する市民の参列を認めること

5.　式典には、仏教会など宗教者の参列も認め、宗教的弔慰の表明も認めること

6.　式典には、三権の長若しくはその代理が参列し、お詫びの気持ちを含む追悼の辞を述べるよう要請すること

7.　式典後に、来日遺族と関係市民との交流の場をつくること

8.　奉還に当っては、奉還する遺骨がどのようなものであるのかについて、何時、どこで、どのように、なぜ死亡したのか、何故朝鮮人の遺骨なのかなどについて日本国民に明らかにし、再びこのようなことを起こさない内閣総理大臣の決意を発表すること、

9.　マスコミなどの取材はオープンにし、日韓共同の記者会見、遺族のインタビューを用意するこ
　と
10.　1月の遺骨奉還に際し、日本政府は遺族に各30万ウォンの弔慰金を渡しましたが、それはあまりにも少ない金額で恥ずかしいものです。少なくとも各300万ウォンの弔慰金を求めます

(2) 遺骨問題に関する要望書の内容案

1.　遺骨調査の調査手法を改め、死亡調査を行い、その遺骨の存在を日韓両国の協力で行うようにすること。

2.　死亡調査として、仏教界が行っている調査に加え次のような調査を行うこと

①　各地方自治体が保有している死亡記録、埋火葬認可証、戸籍受付帳ななどの調査

②　国が保有している厚生年金名簿、未払金供託書副本の明細書、未払金供託報告書、変災報告書などの調査

③　関係企業が保有している供託書正本、名簿、報告書の写しなどの死亡に関する調査

④　既に公刊されている記録の調査

⑤　大学、図書館、博物館などに存在する死亡記録の調査

3.　調査に当っては、民間人の協力も得て新たな調査体制を確立すること

4.　調査に必要な権能、予算、員を確保するための閣議決定を行うこと

5.　遺骨の奉還は、返還が可能なものから速やかに行うこと

その場合の、返還方法について別途協議したいと考える。協議の意志はあるか。
　
(以上駄文ではありますが、皆様のご検討を頂けたら幸いです。小林)

� これまでは「返還」という言葉を使ってきたが、これからは可能な限り「奉還」という言葉を使いたい。理由は、返還は「物」を返す言葉であり、遺骨については「奉還」という言葉の方が適当と考える。また、韓国社会でも「奉還」が一般的に使われていると思われる。





� 　塚崎昌之氏は、現在、朝鮮人軍人・軍属の総数は日本側の統計として約36万人と約24万人の二つがあります。この大きな差は主に陸軍軍人の約9万人分です。約9万人の差は1944年、45年徴兵者の留守名簿を数えていないためだと思われますと指摘しています。1955年の法務省入国管理局統計は364,186名、1962年厚生省統計は242,341名としている。


�　岡崎トミ子参議院議員の「朝鮮・韓国人軍人・軍属の遺骨問題に関する質問趣意書」に対する政府答弁書。2007年7月10日　166国会70号


�　論文「朝鮮人軍人軍属の遺骨問題」２００８年１月１２日作成　宋斗会の会　青 柳 敦 子


�　浮島丸犠牲者の朝鮮人労働者は、14歳以下の子どもを除いて軍属の扱いになっています。


� 「遺族の心情を踏まえ、静謐(せいひつ)な環境で追悼式を実施する」との答弁は、日本政府が作った言葉で、韓国側は一貫してできるだけ多くの民間団体や仏教会、マスコミなどが参加できる追悼式を主張していたが、日本政府が応じてくれなかった。一方、韓国は、マスコミや民間に対する日本政府の虚偽、つまり韓国側が要請したとの偽りについて外交ルートを通じ累次抗議した。


� 実態調査結果は多くても2千体を超えがたいと推定される中、これまでの実地調査は約100体程度
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